
当院では、令和 8年 6月の診療報酬改定に基づき、以下の体制で診療を行っています。 

 

1. 電子的診療情報連携体制整備加算 

・オンライン請求を行っております。 

・オンライン資格確認等システムにより取得した診療情報（受診歴、薬剤情報、特定健診情報等）を、

医師が診察室等で閲覧・活用できる体制を有しています。 

・電子処方箋を発行する体制を有し、電子処方箋管理サービスとの連携を行っています。 

・電子カルテ情報共有サービスを活用し、地域の医療機関と電子的に診療情報を共有・連携できる体制

を有しています。 

・厚生労働省が定めるサイバーセキュリティに関するガイドラインに基づき、適切な情報セキュリティ

対策を講じています。 

・マイナポータルの医療情報等に基づき、患者さまからの健康管理に係る相談に応じております。 

※上記の体制整備に伴い、初診時および再診時に「電子的診療情報連携体制整備加算 2」を算定してお

ります。 

 

2. 一般名処方加算 

当院では、後発医薬品やバイオ後続品の使用促進を図るとともに、医薬品の安定供給に向けた取り組み

などを実施しています。後発医薬品のあるお薬については、薬剤の成分をもとにした『一般名処方』を

行う場合があります。一般名処方によって特定の医薬品の供給が不足した場合であっても、必要な医薬

品が提供しやすくなります。 

 

3. 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ） 

当院では、厚生労働省が定めた診療報酬の加算制度で、医療従事者の適切な処遇改善（賃金改善）を実

施し、安定した医療提供体制を維持するため、所定の評価料を算定しています。 

 

4. 夜間早朝等加算 

当院では、厚生労働省の規定により、平日 18:00 以降、土曜日 12:00 以降は「夜間早朝等加算」を算定

しています。 

 

5. 明細書発行体制 

当院では、領収証の発行の際に診療報酬の算定項目が分かる明細書を発行しています。明細書には検査

や処置、使用した薬剤の名称など診療に関する情報が記載されています。発行を希望されない場合は、

窓口にお申し出ください。 

 

6. 長期処方について 

患者様の状態に応じ、医師の判断により「28 日以上の長期処方」の交付が可能です。 

 

7. 物価対応料について 

当院では、物価高騰等の影響を受ける中においても、患者様へ安全・安心で良質な医療を継続して提供

できる体制を維持するため、2026 年（令和 8 年）6月より、厚生労働省の規定に基づき「外来・在宅物

価対応料」を算定いたします。皆様のご理解とご協力をよろしくお願い申し上げます。 


